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様式第１別紙１－１ GAJ 事業番号： 317XXXX 

ヒートポンプ等を活用した低炭素型農業推進事業実施計画書 
（ヒートポンプ等を活用した低炭素型農業推進事業［低炭素化設備導入事業］） 

事業名 ○○農協のヒートポンプ導入による低炭素型農業推進事業 
事業実施の団体名  □□□リース株式会社 
  

 

 

 

 

 

 
事業実施の担当者 

事業実施の代表者 

氏名 事業者名・役職名 所在地 

○○ □□  □□□リース株式会社・代表取締役社長 〒123-0001 
東京都千代田区○○町
1-2-3 

電話番号 FAX番号 E-mailアドレス 
 03-1234-5678 03-2345-6789 

 
 

abcd.efg@hijk.co.jp 
 事業実施の担当者（事業の窓口となる方） 

氏名 事業者名・役職名 備 考 

□□ △△ □□□リース株式会社 営業課長  
電話番号 FAX番号 E-mailアドレス 

 
03-1234-5679 03-2345-6780 

 
 

cdr.efg@hijk.co.jp 
 事業の主たる実施場所 ＊ 実際に補助事業を行う場所（図面を添付する） 

 

 

 

 

 

共同事業者 

団体等の名称 

事業実施責任者 

氏名 役職名 電話・FAX番号 E-mail ｱﾄﾞﾚｽ 

○○農業協同組合 △△ ○○ 組合長 03-3456-7890 bcd.efg@hij.c
o.jp 03-4567-8901 

 
 

     
 

     
 

＜事業の目的・概要＞ 

【目的】 

 

【概要】 

＊ 補助事業及び導入する設備等の概要（内容・規模等）を記入する。 

＜低炭素化に資する環境対策への取組＞ 

＊ 過去・将来における低炭素化に向けての取組を記入する。 

＜事業の性格＞ 

 
【事業の低炭素化に効果的な規制等対策強化の検討との関連性】 

＊直近２か年度の１年度当たりのエネルギー使用量を記入する。 

 

【事業の公益性及び資金回収・利益の見通し】 

＊補助事業の公益的性格について具体的に記入する。また、補助事業に関する資金回収・利益の見通しについて、同事業のイニ

シャルコストのうち自己負担額、同事業による年間のランニングコストの減少額に基づき記入する。 

 

【事業のモデル・実証的性格及び他の農業者への波及効果】 

＊補助事業のモデル性や実証的性格について具体的に記入する。 

 

 

＊補助事業によって、導入する設備の有用性を踏まえ、他の農業者にどのような波及効果が期待できるかを具体的に記入する。 

 

 

【導入技術の今後の活用・展開の見通し】 

＊補助事業により導入する技術について、今後、地域の農業分野における低炭素化の推進に向けてどのように活用・展開される

ことが期待されるか具体的に記入する。 

採択内示書に記載の GAJ 事業番号を記入すること。 
応募申請時と同

じ事業名を記入

すること。 

事業者名・役職

名を記入する

 

事業者名・役職名

を記入すること。 

応募申請時に添付した資料か

ら変更が無い場合は、応募申

請時と同じ資料で構わない。

主な添付資料は、 
④補助事業申請者向けハード

対策事業計算ファイル／削減

効果算出シート 
⑤CO2 削減効果の算定根拠 
⑥実施場所の図面等 
⑦設備の仕様書・配置図・シ

ステム図 
⑧様式第１別紙１の記入内容

の根拠 
⑨見積書又は計算書等 
⑩見積根拠資料 
⑪低炭素化推進計画 

実施場所の住所を

記入すること。 

郵便番号を必ず記入すること。また

住所は都道府県から記入すること。 

mailto:abcd.efg@hijk.co.jp
mailto:cdr.efg@hijk.co.jp
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＜事業の効果＞ 

 
【ＣＯ２削減効果】 

（１）事業による直接効果 

１５．５ＣＯ２トン／年 

＊【ＣＯ２削減効果の算定根拠】により算定したＣＯ２削減量を記入する。 

 

【ＣＯ２削減効果の算定根拠】 

別添のとおり 

 
＊「別添のとおり」と記入し、原則として、「地球温暖化対策事業効果算定ガイドブック＜補助事業申請者用＞（平成２９
年２月環境省地球環境局）」（以下「ガイドブック」という。）において使用するエクセルファイル（「補助事業申請者向
けハード対策事業計算ファイル」）により、事業の直接効果を算定した上で、同ファイルを添付する。 
なお、エクセルファイル（「補助事業申請者向けハード対策事業計算ファイル」）において記載する各々の設定根拠・引用元 
に係る具体的資料を添付すること。 
 
 

【ＣＯ２削減コスト・算定根拠】 

＊【ＣＯ２削減効果】の「（１）事業による直接効果」に記入したＣＯ２削減量１トンを削減するために必要なコスト 
(円／ｔＣＯ２)について、イニシャルコスト(総事業費(別紙２の総事業費)÷法定耐用年数÷ＣＯ２削減量／年）及び
ランニングコスト(ランニングコスト(見込み)／年÷ＣＯ２削減量／年）の別に記入する。 また、それらの算定根拠
を記入する。 

 

（２）ＣＯ２削減率・算定根拠 

【ＣＯ２削減率】 

 １２．５５％ 

【ＣＯ２削減率の算定根拠】 
＊（１）事業による直接効果で作成した「地球温暖化対策事業効果算定ガイドブック＜補助事業申請者用＞（平成２９年２
月環境省地球環境局）」「補助事業申請者向けハード対策事業計算ファイル」から【年間エネルギー消費量】の【導入後
の】年間エネ ルギー消費量を全て【０.００】にして、その時の【結果（ＣＯ２削減効果）】【年間ＣＯ２削減量】＊＊.＊＊
［ｔＣＯ２／年］を算定した上で、同ファイルを添付すると共に以下の計算式によりＣＯ２削減率を算出すること。 

ＣＯ２削減率（％）＝（１）事業による直接効果［ＣＯ２トン］÷上記の年間ＣＯ２削減量［ｔＣＯ２／年］×１００ 

＜事業の実施体制＞ 

＊ 補助事業の実施体制について、発注先に加え、補助事業者内の施工監理や経理等の体制及び別紙２の２対象事業の要件（３）
に係る補助対象設備の管理運営体制並びに農業法人等が農業者に当該設備を貸し出す際の利用料金設定等について記入する（別紙 
添付でも可）。 

＜資金計画＞ 

 

＊補助事業に要する経費を支払うための資金の調達計画及び調達方法を記入する。 

＜補助対象経費の調達先＞ 

① 補助事業者自身 ② その他 

＊いずれかに○を付ける。 

＜事業実施に関連する事項＞ 

【他の補助金との関係】 

＊他の国の補助金等（固定価格買取制度を含む。）への応募状況等を記入する。 

 

【許認可、権利関係等事業実施の前提となる事項及び実施上問題となる事項】 

＊補助事業遂行上、許認可、権利関係等関係者間の調整が必要となる事項について記入する。 

【設備の保守計画】 

＊導入する設備の保守計画を記入する。 

＜事業実施スケジュール＞ 

＊事業の実施スケジュールを記入する。 

＊実施スケジュールは別紙を添付してもよい。 

 

注１ 本計画書に、設備のシステム図・配置図・仕様書、記入内容の根拠資料等を添付する。 

注２ 記入欄が少ない場合は、本様式を引き伸ばして使用する。 

注３ 様式第１別紙１－１～３の中から事業内容に合った、それぞれの様式を使用する。 
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